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ブロック制御事故波及未然防止システム≠BSPC〃
B10Ck SYStem EmergencY Preventive ControISYStem

電順の遠隔･大容量化,送電系統運用湖i充の増大などに伴う系統事故波及現象の

複雑･広i或化に対処するため,多数1電気所の情報をもとに,高速度で最適な事故波

及防止制御を行なう新形の系統安定化システムを開発し,実用化した｡

本システムは,湛幹送電系統の運用潮i允を,従来の2倍以上に増大でき,電力動

揺など系統不安定現象の監視も可能なので,系統の安定運用,高効率運用に大きく

寄与できる｡

システムの主装置は高速マイクロコンピュータ7台を中心に構成され,

ス化の実現をはじめとした数多くの新技術が適用されている｡

本論文では,システム開発の動機,制御機能,装置構成,

用装置の性能について述べる｡

lI 緒 言

近年,我が国の電力系統では,社会情勢の変化による種々

の制約の中で,電力需要の増大に対応した拡充強化が行なわ

れ,電源の遠隔･大容量化,主幹系統間の連系やループ構成

が進められてきた｡これら系統の構成面での傾向と,運用面

での設備効率運用の促進による送電系統の運用渦流の増大に

伴って,系統事占如寺の波及現象は複雑･広域化しつつある｡

このため,高速度で系統事故を除去しても安定度の維持が

できないときの対策を目的とする系統安定化制御システムl)の

重要性は,従来以上に増し,その機能のいっそうの高度化,

及び信頼性の向上が必要となっている｡

これらの要求に対処するため,東北`孟力株式会社と日立製

作所は,電力中央研究所の協力を得て,電力動揺など系統不

安定現象の監視も可能で,従来システムに比べ,より幅広い

安定化制御機能をもつ信頼度の高い,新しい形の系統安定化

制御システムを開発し,実用化した｡

本システムは,BSPC(Block Systeln Emergency Pre-

Ventive ControISystem:ブロック制御事故波及未然防止シ

ステム)と呼んでおり,東北電力株式会社宮城変電所で昭和55

年6月から運用を開始している｡

臣l 対象系統!特性と安定化対策

系統の安定度維持を図るために最も効果のある系統安定化

システムを開発するためには,事故波及の様相が系統構成,

事故除去時間などによって異なることから,既設の系統保護継

電装置を含む対象系統の諸特性を十分に把握する必要がある｡

このため,大形コンピュータにより対象系統の定態及び動

態安定度の解析を行ない,常時の系統逆用特性及び事故時の

事故波及様相を解明した上で安定化システムの開発を進めた｡

2.1対象系統!特性

図lに示すように東北電力株式会社の送電系統は,本州の

÷を占める広大な地域に分散した需要をかかえ,かつ電掘が

偏在化しているという地域特性に対し,供給信相度の確保と設

備の有効活用を図るため,北部系統と南部系統とを亘長170km

に達する275kV奥羽幹線Hと二つの154kV送電線J,K(同図

中のLは昭和55年12月連関)によって結んだ多重ループ構成で
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図l システムの適用対象系統 本システムは,回申の点線上部に位

置する北部系統を対象とLている｡北部系統の火力発電所が高出力運転時には

275kV奥羽幹線Hなどループ系統の南下潮流が大幅に増L,系統安定度が著しく

過酷になる｡

運用されてきており,これまでは満足のゆく実績を収めて

きた｡

しかし,既設の275kV【154kVル】プ系統の中で北部系統に,

秋田火力発電所4号機(600MW)を導入すると,流通設′備の運

用i一榔充は一段と増大し,従来のローカル処理の安定化装置で

は対応しきれず,北部系統電源の出力制御が必要となるなど,

需給運用上,重大な支障を来すおそれがあった｡2)

*束北屯力株J〔会社技術部 **束北ノ左力休∫℃会社二L務部 ***日立腿作所人みか工場

49



274 日立評論 VOL.63 No.4(198l-4)

2.2 事故波及様相と安定化対策

表1は,図1の系統に対し事故前潮流,事故除去時間など

をパラメータとして事故波及様相を解析した結果の代表ケー

スをまとめたものである｡

この結果から,新しく開発する系統安定化システムには,

次に列挙する機能を具備すべきことが指摘された｡

(1)広域情報の総合判定により事故波及現象が現われる前に

高速度(220～300ms)で最適な脱調未然防止制御を行なう機能

(2)そのまま放置すると,火力電源の脱請など事故波及に進

展のおそれがある電力動揺などの系統不安定現象の監視機能

(3)バックアップとして脱調の連鎖的波及を防止する機能

そこで,二れら諸機能と,システムの†計理的管玉聖を行なう

ために必要な記錨機能とを備えたBSPCを開発し,通用する

ことになった｡

8 システムの構成と機能

本システムは,図2に示すようにP‾qっの装置で構成し,事

故波及防止制御の体系化をト周り電力系統全体が協調のとれた

安定運用,高効率運用ができるように十分留意した｡

システムのブロック構成を図3に示す｡

3.t 主制御装置

主制御装置は,系統不安定現象を未然に防止する機能を担

う｡このため,SV(ス】パ【ビジョン),CDT(サイクリッ

クディ ジタルテレメータ)など高速度符号伝送装置を用い,対

象とする主要幹線の潮流方向,大きさ,保護継電器動作情報,

やキこ
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準､ を行なう｡

藩
､〔傭ン′ 万一,主制御失敗時あるいは想定外事

軒
静′ 脱調分離制御 慧羞孟品も悪霊警設立警雪圭芸子孟議孟
､蒼′′

､′革､′′

象を検出L,系統分離を行なう｡
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電力動揺の監視

系統不安定現象｢発散+,｢持続+,｢減衰+に区分して検出し

奮こ‾′
壌

の監視 霊孟宗害歪霊電齢所へ表示する0
周波数の検出

記

単二
裟′′

撃

システムを構成する各装置の起動条件,

系統現象及び装 動作状況･整定植などの情報や,電力動

置応動状況記録 望遠霊窒警孟孟竺悪霊冨警夏雲誓言三妄
の記鐸を行なう｡

注:略語説明 BSPC佃ock System Emergency Preventive ControI

Syslem:ブロック制御事故波及未然防止システム)

図2 システムの機能 本システムは,回申に示す四つの装置で構成L,

事故;皮及未然防+上制御の体系イヒを図った｡

表l事故波及様相解析例と要求事項 回lの系統に対し,事故前潮流,事故除去時間をパラメータとLて事故波及様相を解析Lた結果の代表例と,その

結果から本システムに具備すべきであると要求された事項の関連をまとめた｡

N0.

要求

事項
系統安定化制御の高速化の必要性 広域情報の総合判定による最適制御の必要性 脱調分離機能の必要性

解
析
事
故
ケ
ー
ス

275kV奥羽幹線の事故前潮流が

700MWであると,左下図のように

秋田火力350MW倹1台を緊急しゃ

断しても,安定度維持ができないこ

とが分かる｡

二れに対L事故除去時間を0.1s,

ユニットしゃ断を0.2sに高速化す

れば安定化できる｡

275kV奥羽幹線商流690MWの状

態で,2回線事故が発生｡安定化

対策として,秋田火力350MW機と

154kV+線,K線のループ系を高速

分離L,北部単独系とLた例｡

北部系統周波数は時間とともに

収束している｡本系統も供給力不

足から周波数は低下するが,0.25

Hz程度で問題はない｡

275kV奥羽幹線が商流400MWで

運用中,2回線事故によりしゃ断し

た結果,北部系統との連系は,154

kV+線,K線だけとなり,これに潮

流が重畳したため,秋田火力発電

所など北部系火力機が脱調し,そ

のインピーダンス軌跡が154kV+

線を通過する｡ニれを放置すると

仙台系火力にも波及のおそれがあ

る｡
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ブロック制御事故波及未然防止システム"BSPC〝275

幹線潮流
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系統データ記鼓

動作出力記録

異常検出記韓
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注:略語説明など

SV(スー′て-ビジョン)

CDT(サイクリックディジタルテレメータ)

CT(電流変成器)

PD(電圧変成器)

図中の制御出力･分離指令は,図示省略の

アナログFDリレーとアンド条件で発せられる｡

図3 システムのブロック構成 システムの主要部は7台の専用マイクロコンピュータで構成している｡遠方電気所の系統情報rなどはサイクリックディジ

タルテレメータやスーパービジョンによって収集している｡

火力発電所ユニット別J出力などの情報を常時所定周期で収集

し,■万一基幹送電線の2回線同時事故や母線事故などの過酷

事故が発生した場合,収集デ】タをもとにその時点の系統運

用+犬態に応じて高速度に安定化制御を行なって,系統脱調へ

の進展を未然に防止する｡対象とする主要幹線は,当面275kV

奥羽幹線,宮城幹線であるが,装置は将来の系統構成を考慮

し,最大5回線まで対応できる｡

3.2 後備制御装置

上述の主制御に万一失敗した場合,あるいは想定外の系統

事故により系統脱調に進展したときに,脱調が更に連鎖的に

広範囲系統へ波及することを防止するため,後備制御装置を

設け脱調分離を行なう｡脱調現象は将来分も含めると六つの

幹線で検出し,系統分離は分離単独系統需給バランス,及び

系統構成を考慮して任意に設定できる｡

3.3 安定化監視装置

系統での電力動揺,過負荷などの不安定現象を監視し,安

定化操作に活用する目的で,二大の三機能をもつ安定化監視一装

置を･具備している｡

(1)電力動揺現象の検出

定態安定度限界近くで運用中に,電圧や負荷変動などの小

外乱が原因で電力動揺など不安定現象が誘発される場合があ

る｡これを放置すると,火力電源の脱落など事故波及に進展

するおそれがあるので,ループ系統の主幹送電線である275kV

奥羽幹線の電力変動状況を常に監視し,電力動揺状態を発散,

持続,減衰の三つに区分して検出し,中央給電所へ表示,警

報させ,安定化操作への対応が迅速に図れるようにしている｡

(2)過負荷及び周波数検出

ループ系統の275kV基幹送電線しゃ断や電源脱落が起こっ

た場合,154kVループ送電系統が過負荷となるおそれがある

のでこれを監視している｡また,主制御装置あるし､は後備制

御装置による安定化制御を行ない北部単独系統を構成した場

合,この単独系統の周波数変動を検出し,記録させている｡

3.4 記三録装置

システムを構成する各装置の起動条件,動作状況,整完値

などの情報や,電力動揺,周波数などの系統現象を記録し,

システムの介理的な管王翌を可能としている｡

田 制御アルゴリズム

4.1脱調未然防止制御処理

図4は主制御装置Mlに具備した処理プログラムを示す｡

ブロック系統の主要一刻肯報は,一定周期でMlに入力され,

処理プログラムの起動は,ニグ)周期と同期して練I)返し行な

われる｡その実行処理の中で,運用中の系統構成モードの判

定が行なわれ,二れに従った判断の後,Ml用のFD(故障検

出継電器)出力を参照し,系統事故発生時には脱調未然防止制

御処理を,また平常時には選択しゃ断予1川処理を実行する｡

制御出力は電1増しゃ断,ループ系分離及び系統分離の三つに

大別されるが,これらは,系統構成モード(Ⅰ～ⅠⅠⅠ),そのモ

ードに対応して定められる演算対象(A～E),起動条件,そ

のときの事故前†朝i充レベル,整定植として与えられる基準潮

流レベル(PlO,Pll,P20～P24)などから,実行処理の中で判断

され単独又は併周の形で発せられる｡

4.2 脱調分離処理

後傭制御装置での脱調検出は,対象系統の電圧,電i充瞬時

値のサンプリング情報をもとに,脱調時の系統インピ"ダン

ス軌跡が,Pq辺形距維継電器で構成される三つの令削戎を順次

経過することを確認して行なう｡その要素距離継電器の演算

アルゴリズムには,椙浦算手法3ト5〉をベースとした方法を採
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モード1
系統構成指定モードの判定
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図4 脱調未然防止制御処理のフロー図 本システムでは,将来増設

分の系統構成などを考慮し,当初から三つの系統構成モードに対する制御プロ

グラムを内蔵している｡そLて,スイッチの切換で容易に運用系統構成モード

の変更に対応できるようにした｡

用した｡図5に,そのフロー図4)と各ステッフロの演算結果を波

形二状で示す｡

4.3 電力動揺検出処王里

安定化監視装置での電力動揺の検出は,時系列的に演算さ

れる対象系統の瞬時電力P(f)の大きさが,所定期間のP(f)

をもとに求めた平J勺電力Pα即(f)を二囁に,_L‾F方向に交互に轄

走偏差IP打1】を超えて振動状態をホすか否かで判別する方法

を採った(図6)｡電力動揺は,電力系統の特性から周期が

0.7～3･0秒で,正弦波メ犬に変化するが,その時間的変化の傾

向が同図の三つのパターンのうち,いずれの傾rhlにあるかを

精度良く判定する処理方法も考案して採用した｡

4.4 周波数検出処理

周波数の検出には,交流の瞬時値を一定周期で連続的にサ

ンプリングした情報で,その極性符号が変化する近傍の情報

がはぼ直線的に変化することを利用し,600Hzサンプリングで

ありながら0.05Hzの分解能という高精度で周波数を検出する

ことを可能とした｡

由 ハードウェア

5.1 マイクロコンピュータ

本システムを構成する四つの装置には,自動監視ユニット

も含め合計7台のマイクロコンビュ【タを用いた｡

図7にその主な具備機能と特長を示す｡

5.2 フアンレス化

本システムでは,極力低消費電力のICを使用したが,

イクロコンピュータの1寅算処理部にバイポーラ形L SI

用Lている｡LSIの消背電力は通常のICに比べ大き
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図5 脱調検出処理のフロー図 時々刻々変動する系統の電凪 電流

瞬時値データから,積演算手法により脱調検出に用いる四辺形距離継電器用の.

高精度の要素継電器(リアクタンス継電器及びオーム継電器)を実現Lている｡

只
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r.P(～)ト__.____J
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図6 電力動揺の検出処‡里 電力系統では多くの発電機が同期を保って

運転される｡二こに,負荷や電圧変動などの小外乱が発生すると,系続の電力

がある周期をもって振動する｡この現象を電力動揺と呼ぶが,本システムでは,

これを｢発散+,｢持続+.｢ユ成衰+の三つに区別して検出する｡



ブロック制御事故波及未然防止システム≠BSPC”277

買ご三㍍こ′ギさ､′ノだ≡

よ濫
､:ミニ′ご

芝

海

襲′ご′ご:､言ご‡汝こ､､′ご諾′ミ空∧､

:†､､よ

ノ､ェ∨′ここ

さ､､､ごど三ノ

ご､:ぷ

∧∵ぢ≡′÷ ‾≡さ､三′慧
∧′､∨′l皇3､≠∨′ミ′′≡

…奉養翠孝:､言､一′蕪∧羊､こ:
′:ご､

′ナ､ハ∴

､:㌫､′ノ

亨蓋三毛ざ≦込義
､､≡宍′こ

:ご､一′芸さ1

襲撃
こ∧､準′ぶ′∴三∴:′汀Tご･≦≡

琶華準琴準蕪ご壬′三∴

∨=､:㍗､､､て′

…ご -Y′iJ:

準 竪
≡∫;′′治

撃く､革琴肇磯壊′′:～二号
､‾′二号､j

-■■■

複数の系統瞬時偵同士の実時間処理

時,補正演算を不要にする｡

複数の非同期伝送系を用いて,

他電気所との情報授受ができる｡

レンジ超過及び複数整定間の不合理

といった誤整定が防止できる｡

■■■■

各制御装置内の凍結データ及び整定

値を,電気的分離を保ちながら記録

装置へ転送できる｡

-■■■

注:略語説明BPU(Basic Processing U山t)

例えば,脱調時のインピーダンスの

ふるまいを模擬した電圧･電流波形

を同期発生し,後備制御装置の特性

限界値の点検に威力を発揮する｡

図7 マイクロコンピュータの具備機構と特長 高性能,高信頼度

の装置を実現するため,これらの機構を備えている.J

そのジャンクション～且1空及び蛍引勺一息度上井が,‾素一戸寿命,動

作安定惟確保の一モ‡から無視できないため,通常の装置ではフ

7ンなどを用い強制窄j令している｡しかL,口J動部をもつ方

式は定某月的にイ末寺か必要な火山がある｡

そこで,本官吾的に故障モードのない冷却(放熱)方式のI凋発

を目標に,モデル実版を含む椎々の検討を行なった結果をも

とに,区18の諸施策を採用し,フアンレス化を実現すること

ができた｡

lヨ 信頼度向上策

本システムはその機能上,誤動作及び誤イこ動作のない装荷

とする必要がある｡このため,厳選した高イ言束削空部品の採用,

適正な低減定格設計の実施,各実装レベルでのノイズやサー

ジ防言隻策などの二法本的事項のほか,次に列挙する信相J空向上

策を講じた｡

(1)バックアップ機能を完イ儲きせ,盤構成も分き推させた｡

(2)誤動作i妨止対策とLてFD(放障検出要素)を完備した｡,

(3)自動監視機能の充実により､装置不具合発生時の上i-し期発

見及びブロック単イ立のローカライズを可能とした｡

q 試験結果

本システムは,工場試験で所期の制御卓わ作を行なうことを

確認後,現地に搬人,据え付けた(図9参照)｡そして実運用

に先立二ち,各制御装置はもとより伝送系及び火ブJ発電所と変

電所の端末装置をも含めた総合動作試験を実施Lた結果,各

装置とも所望の性台旨をもっていることが確認された｡

代表的な試験結果を以下に述べる｡

け)脱調未然防止制御の仕上り時間

図10に,主制御装■置Mlによる秋田火力4号機しゃ新式J験

時のオンログラムを示す｡これより,Mlの演算処理時間は26ms

と高速であること,起動時聞から制御のためのしゃ断器開擬時

間までの総合動作時間が200ms(F】所起動)であることが確認で

きた｡また,遠方起動の最悪ケースでも290msで,仕様条件300
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匡18 ファンレスイヒのための施策 故障モードのない放熱手法により,

ファンレス化を実現することをねらいとした｡
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図9 装置の整定表示パネル 本システムは,遠方電気所の端末装置を

除けば,主制御装置3架,後備制御装置2架,記毒桑装置l架及び電〉充合成変)充

器盤l架の7架で構成Lている｡

ms以下をi満足し高速度制御の目的を達することも確認した｡

(2)脱調検出動作

図11は,工場の手指擬系統での脱調試験時の後備別々卸装置内

各部判定処理結果のオンログラムである｡各要素継電器の判

二道処j彗が,系統インピ【ダンス軌跡の移行に従った∴忠実な検

出動作を行なってし､ることが認められる｡

匹】 システムの特長と適用効果

本システムの主な特長を要約して図12に示す｡

不システムの通用により次のような効果がある｡

(1)二れまで300MWであった基幹送電線の運用限界潮流を700

MWと2伯以上に1Jり上でき,新設ユニットを含む火力発電ユ

ニットのいっそうの効率運用が可能となった｡

(2)大規柁ルーープ系統の丘渦流運用中に,ファー系統事故が発

/卜しても二三皐盲牧波及を未然に防_1Lできる｡

(3)う電力系統のクリティカルなi璽転.状態で発生する電力動揺

現象など,系統不安定状態の発生を直ちに検出し,安二道化操

作に捕用できる｡
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図10 主制御装置による秋田火力発電所4号機しゃ断試験のオシ

ログラム 新設の秋田火力発電所4号機のFCB(ファーストカットバック)

所内単独試験と協調をとって実施Lたし主制御装置が26msと高速動作を示すこ

と,及び秋田火力発電所での端末装置動作,Lや断器開極時間をも含めた総合

動作時が200msと十分高速動作を示すことが確認された｡
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(c)動作オシログラム

図II後備制御装置の動作オシログラム 脱調時のインピーダンス軌

跡①､⑥の検出は,ディジタル演算処ま里によるリアクタンス継電器要素56×,

オーム継電器要素56Rを組み合わせた三つの四辺形距離継電器Ⅰ,ll.1Ilを用

いて行なっている｡
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図12 本システムの主な特長 新技術の積極的な導入により,本システ

ムに課せられた高度の機能を実現Lた｡

8 結 言

電源の大Jl三■!化,基幹送電系統の運用潮流増大などに伴う多

重ル【プ系統の事故波及現象の櫻雉･は城化に対処するため,

マイクロコンビュ【タ及び高速度符号伝送装置を主体に,ディ

ジタル技術を駆使した新しい一i-注力系統事古如立及未然防止シス

テムを開発L,実用化Lた｡本システムは,東北電力株式会

社宮城変電所に設置され,昭和55年6月から当社仙台以北ル

ープ系統を制御対象に運用を開始しており,電力の安定供給,

設備の効率運用に威力を発揮している｡

今後,脱石油を目指した電源の大形化,遠隔化,送電系統

の艮距離化などが進む中で,本システムの実用化は電力系統

の構成,道川の効率化,及び供給信頼度の向__Lに大いに寄与

するものと巧▲えられる｡

終わりに,本システムの開発に当たり,御指導をいただい

た電ノJ中央研究所電力技術研究所の中島副所長,上之蘭副所

拉をはじめf災‖系各位に対して,心からお礼を申しあげる二大第

である｡
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